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新聞報道によれば、貴職は 6 月６日に菅義偉官房長官と会談し、沖縄配備の米軍輸送機

オスプレイの訓練の一部を大阪府内で受け入れる意向を伝えるとのことである。 

私たちは、昨年、オスプレイの沖縄県配備の計画が発表されて以来、配備計画の中止を

求めてきた。オスプレイは、開発に携わった関係者からも「構造的欠陥」が指摘され、現

に事故を多発させてきた。しかも沖縄県配備だけでなく、日本でのオスプレイ運用に関す

る米軍報告書（環境審査報告書）では、全国の各低空飛行訓練ルートで年間約５５回、計

３３０回もの低空飛行訓練を行うことが明記されている。日米両政府は、人口密集地の上

空の飛行を回避するなど「安全確保」のための運用ルールを合意したが、沖縄県が昨年12

月、県内２７市町村と共同で行った目視調査では、昨年10～11 月だけで運用ルール違反

の飛行が３１８件にのぼるとして政府に検証を求めた。しかし防衛省は、「明確な合意違

反は確認されなかった」との検証結果を報告するとのことである。結局、米軍の訓練は野

放し状態で、住民の安全のためにはオスプレイ配備の中止・低空飛行訓練中止しかない。 

どこからみてもオスプレイの配備、低空飛行訓練は、危険きわまりないものであり、だ

からこそ沖縄県の県知事・県議会・県内４１市町村すべての首長・議会、全国知事会、低

空飛行訓練空域の２００自治体が反対決議をあげているのである。兵庫県においても、米

軍戦闘機の低空飛行攻撃訓練が、兵庫県などの集計で、1994年から2011年 12月まで

の約十八年間に４５２日もの飛行が確認されている。この低空飛行訓練ルート（ブラウン

ルートと呼ばれる）にオスプレイも加わる計画は断じて許せない。兵庫県弁護士会も反対

声明を発表している。 

このオスプレイの訓練を大阪府に誘致しようとの計画は、大阪府民にとってはもとより

関西全域の住民の安全を脅かす暴挙であり強く抗議する。そして、隣県兵庫県の県民とし

て、貴職が、「オスプレイの訓練受入れ」の意向をきっぱりと否定することを重ねて要求

するものである。 


